
 

 
平成18年３月期    個別財務諸表の概要 平成18年５月17日

 上場取引所 東証・大証 
コード番号 ８５８５ 本社所在都道府県 東京都 

(ＵＲＬ http://www.orico.co.jp/) 

代 表 者 役職名 代表取締役社長 氏名 上西 郁夫 

問合せ先責任者 役職名 取締役経営企画部長 氏名 中村 敏彦 ＴＥＬ(03)5877-1111(代表)

決算取締役会開催日 平成18年５月17日 中間配当制度の有無 有 

配当支払開始予定日 平成18年６月30日 定時株主総会開催日 平成18年６月29日 

単元株制度採用の有無 有(１単元 1,000株)   
 １．平成18年３月期の業績（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

(1) 経営成績 （注）百万円単位の記載金額は百万円未満切り捨てにより表示しております。

 営業収益 営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

1 ８ 年 ３ 月 期 324,590 (   6.3) 50,746 (  28.6) 50,746 (  28.6)

1 ７ 年 ３ 月 期 305,240 (   3.1) 39,457 (  27.7) 39,457 (  27.7)

 

 当期純利益 １株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

営 業 収 益
経常利益率

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

1 ８ 年 ３ 月 期 13,454 ( ―― ) 4  81 3 17 4.1 1.2 15.6 

1 ７ 年 ３ 月 期 737 (△97.1) 1  06 19 0.2 0.9 12.9 

（注）①期中平均株式数 普通株式 第一回優先株式(Ａ種,Ｂ種,Ｃ種,Ｄ種,Ｅ種,Ｆ種,Ｇ種,Ｈ種)

18年３月期 829,235,381株 550,000,000株  
17年３月期 695,924,472株 550,000,000株  

 

②会計処理の方法の変更  無 

③営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
(2) 配当状況 

１株当たり年間配当金 
 

 中  間 期  末 
配当金総額 
（年 間） 

配当性向 株主資本 
配 当 率 

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

1 ８ 年 ３ 月 期 3 00 0 00 3 00 11,951 62.4 3.4 

1 ７ 年 ３ 月 期 0 00 0 00 0 00 － － － 

 （注）普通株式の配当状況を記載しております。なお、配当金総額につきましては優先株式配当金を含んでおります。 

(3) 財政状態 
 総 資 産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

1 ８ 年 ３ 月 期 4,368,274 346,471 7.9 △15  67 

1 ７ 年 ３ 月 期 4,124,798 308,014 7.5 △56  51 

（注）①期末発行済株式数 普通株式(自己株式除く) 第一回優先株式(Ａ種,Ｂ種,Ｃ種,Ｄ種,Ｅ種,Ｆ種,Ｇ種,Ｈ種)

18年３月期 829,237,106株 550,000,000株(発行金額の総額 350,000百万円)

17年３月期 743,011,068株 550,000,000株(発行金額の総額 350,000百万円)

※１株当たり株主資本＝(資本の部の合計額－優先株式の発行金額等)／(期末の普通株式発行済株式数－期末自己株式数)

②期末自己株式数  18年３月期 普通株式 75,210株  17年３月期 普通株式 91,248株 
 
２．平成19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日） 

１株当たり年間配当金  営業収益 経常利益 当期純利益 
中  間 期  末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期 150,000 22,000 21,700 0  00 ―― ―― 

通 期 312,000 55,000 54,500 ―― 3  00 3  00  

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）54円 25銭 
※上記の予想は本資料発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因

によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 

－ 25 － 



貸 借 対 照 表 
 

（単位 百万円：未満切り捨て）

前  期 
(平成17年３月31日) 

当  期 
(平成18年３月31日) 

対前期増減 期  別 
 
 

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 

（ 資 産 の 部 ） ％ ％ 
Ⅰ 流 動 資 産  
 現 金 及 び 預 金 162,135 72,181  △89,953
 割 賦 売 掛 金 977,084 898,996  △78,088
 信用保証割賦売掛金 2,006,390 2,388,229  381,839
 資産流動化受益債権 461,185 444,399  △16,785
 事 業 貸 付 金 2,807 460  △2,347
 関係会社事業貸付金 106,108 79,912  △26,195
 保 証 事 業 債 権 4,345 8,262  3,917
 集 金 保 証 前 渡 金 68,807 83,799  14,992
 有 価 証 券 75 －  △75
 販 売 用 不 動 産 22,182 10,282  △11,900
 前 払 費 用 3,747 3,601  △145
 繰 延 税 金 資 産 63,239 39,578  △23,661
 未 収 収 益 10,594 9,296  △1,297
 立 替 金 3,432 13,632  10,200
 優先受益権未収譲渡代金 － 77,075  77,075
 そ の 他 103,183 104,977  1,794
 貸 倒 引 当 金 △169,631 △158,878  10,752
 流 動 資 産 合 計 3,825,688 92.7 4,075,807 93.3 250,119
Ⅱ 固 定 資 産    
 有 形 固 定 資 産    
 建 物 31,413 31,613  199
 構 築 物 450 430  △20
 器 具 備 品 1,289 1,462  172
 土 地 101,410 101,305  △104
 建 設 仮 勘 定 464 703  238
 そ の 他 11 21  9
 有 形 固 定 資 産 合 計 135,040 3.3 135,536 3.1 495
 無 形 固 定 資 産    
 電 話 加 入 権 733 733  △0
 施 設 利 用 権 92 77  △15
 ソ フ ト ウ ェ ア 28,183 27,353  △830
 無 形 固 定 資 産 合 計 29,010 0.7 28,164 0.6 △846
 投 資 そ の 他 の 資 産    
 投 資 有 価 証 券 11,598 12,701  1,102
 関 係 会 社 株 式 24,429 25,045  616
 出 資 金 38 76  38
 従 業 員 長 期 貸 付 金 448 438  △10
 関係会社長期貸付金 1,000 1,500  500
 固 定 化 営 業 債 権 942 398  △544
 長 期 前 払 費 用 5,459 4,875  △584
 繰 延 税 金 資 産 80,083 76,274  △3,809
 敷 金 6,107 5,764  △342
 投 資 不 動 産 1,767 －  △1,767
 差 入 営 業 保 証 金 21 21  －
 そ の 他 3,161 1,668  △1,493

 投資その他の資産合計 135,058 3.3 128,765 3.0 △6,292
 固 定 資 産 合 計 299,109 7.3 292,466 6.7 △6,642
 資 産 合 計 4,124,798 100.0 4,368,274 100.0 243,476

－ 26 －                                    (個 別) 
 

 



（単位 百万円：未満切り捨て）

前  期 
(平成17年３月31日) 

当  期 
(平成18年３月31日) 

対前期増減 
期  別 

 
 

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 

（ 負 債 の 部 ） ％ ％ 

Ⅰ 流 動 負 債  

 支 払 手 形 24,297 20,832  △3,464

 買 掛 金 133,865 156,773  22,907

 信 用 保 証 買 掛 金 2,006,390 2,388,229  381,839

 保 証 事 業 債 務 4,345 8,262  3,917

 短 期 借 入 金 158,716 118,286  △40,430

 １年以内返済予定の長期借入金 297,228 344,804  47,576

 コマーシャル･ペーパー 200,000 176,600  △23,400

 未 払 金 9,391 12,417  3,025

 未 払 法 人 税 等 1,010 271  △739

 未 払 費 用 1,983 2,016  32

 預 り 金 78,674 82,697  4,022

 前 受 収 益 32 24  △8

 賞 与 引 当 金 3,063 4,963  1,900

 割 賦 利 益 繰 延 10,855 7,888  △2,967

 そ の 他 110 114  3

 流 動 負 債 合 計 2,929,966 71.0 3,324,180 76.1 394,214

Ⅱ 固 定 負 債  

 長 期 借 入 金 875,107 686,428  △188,679

 退 職 給 付 引 当 金 6,451 8,001  1,550

 役員退職慰労引当金 224 250  26

 預 り 保 証 金 3,396 2,659  △737

 そ の 他 1,638 282  △1,355

 固 定 負 債 合 計 886,817 21.5 697,622 16.0 △189,195

 負 債 合 計 3,816,784 92.5 4,021,802 92.1 205,018

（ 資 本 の 部 ）  

Ⅰ 資 本 金 208,047 5.0 220,202 5.0 12,155

Ⅱ 資 本 剰 余 金  

 資 本 準 備 金 85,003 64,169  △20,834

 そ の 他 資 本 剰 余 金  

 資本準備金減少差益 － 32,990  32,990

 自 己 株 式 処 分 差 益 22 30  7

 資 本 剰 余 金 合 計 85,026 2.1 97,189 2.2 12,163

Ⅲ 利 益 剰 余 金  

 当 期 未 処 分 利 益 14,377  27,831  13,454

 利 益 剰 余 金 合 計 14,377 0.4 27,831 0.7 13,454

Ⅳ その他有価証券評価差額金  579 0.0 1,270 0.0 690

Ⅴ 自 己 株 式 △16 △0.0 △22 △0.0 △6

 資 本 合 計 308,014 7.5 346,471 7.9 38,457

 負 債 資 本 合 計 4,124,798 100.0 4,368,274 100.0 243,476

－ 27 －                                    (個 別) 
 

 



損 益 計 算 書 
 

（単位 百万円：未満切り捨て）

(
前  期 

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日) (

当  期 
自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日) 

対前期増減 
期  別 

 
 

科  目 金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 

Ⅰ 営 業 収 益 ％ ％ 

 事 業 収 益  

 総合あっせん部門収益 19,298 20,395  1,096

 個品あっせん部門収益 51,853 42,512  △9,340

 信 用 保証部 門 収益 60,187 78,202  18,014

 融 資 部 門 収 益 167,441 161,461  △5,980

 そ の 他 2,322 4,447  2,125

 事 業 収 益 合 計 301,104 307,018  5,914

 金 融 収 益  

 受 取 利 息 27 21  △6

 そ の 他 164 375  210

 金 融 収 益 合 計 191 396  204

 そ の 他 の 営 業 収 益 3,944 17,175  13,231

 営 業 収 益 合 計 305,240 100.0 324,590 100.0 19,350

Ⅱ 営 業 費 用  

 販売費及び一般管理費 221,781 235,688  13,906

 金 融 費 用  

 支 払 利 息 37,311 23,941  △13,370

 そ の 他 861 490  △370

 金 融 費 用 合 計 38,172 24,432  △13,740

 そ の 他 の 営 業 費 用 5,828 13,723  7,894

 営 業 費 用 合 計 265,782 87.1 273,844 84.4 8,061

 営 業 利 益 39,457 12.9 50,746 15.6 11,289

 経 常 利 益 39,457 12.9 50,746 15.6 11,289

Ⅲ 特 別 利 益 417 0.1 524 0.2 106

Ⅳ 特 別 損 失 54,474 17.8 10,592 3.3 △43,882

税 引 前 当 期 純 利 益 
(△は税引前当期純損失) 

△14,600 △4.8 40,677 12.5 55,277

法人税、住民税及び事業税 222 0.1 221 0.1 △1

法 人 税 等 調 整 額 △15,559 △5.1 27,002 8.3 42,562

当 期 純 利 益 737 0.2 13,454 4.1 12,716

前 期 繰 越 利 益 13,639 14,377  737

当 期 未 処 分 利 益 14,377 27,831  13,454

－ 28 －                                    (個 別) 
 

 



利 益 処 分 案 
 

（単位 百万円：未満切り捨て）

(
前  期 

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日) (

当  期 
自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日) 

対前期増減 
期  別 

 
 
 

区  分 金  額 金  額 金  額 

（当期未処分利益の処分）    

Ⅰ 当期未処分利益 14,377 27,831 13,454 

上記の利益を次のとおり処分いたします。    

Ⅱ 利益処分額    

 
 第一回Ａ種優先株式配当金 
 （１株につき６円77銭） 

－ 
 

270 
 

270 
 

 
 第一回Ｂ種優先株式配当金 
 （１株につき10円52銭） 

－ 
 

631 
 

631 
 

 
 第一回Ｃ種優先株式配当金 
 （１株につき15円52銭） 

－ 
 

1,552 
 

1,552 
 

 
 第一回Ｄ種優先株式配当金 
 （１株につき16円77銭） 

－ 
 

1,677 
 

1,677 
 

 
 第一回Ｅ種優先株式配当金 
 （１株につき18円02銭） 

－ 
 

1,802 
 

1,802 
 

 
 第一回Ｆ種優先株式配当金 
 （１株につき18円54銭） 

－ 
 

556 
 

556 
 

 
 第一回Ｇ種優先株式配当金 
 （１株につき23円54銭） 

－ 
 

1,412 
 

1,412 
 

 
 第一回Ｈ種優先株式配当金 
 （１株につき26円04銭） 

－ 
 

1,562 
 

1,562 
 

 

普通株式配当金 
（１株につき３円） 

－ 
 

2,487 
 

2,487 
 

   任意積立金 
  優先株式償還積立金 

 
－ 

 
14,000 

 
14,000 

 利益処分額合計 － 25,951 25,951 

Ⅲ 次期繰越利益 14,377 1,879 △12,497 

（その他資本剰余金の処分）    

Ⅰ その他資本剰余金 22 33,020 32,997 

上記の剰余金を次のとおり処分いたします。    

Ⅱ その他資本剰余金次期繰越額 22 33,020 32,997 

 

－ 29 －                                    (個 別) 
 

 



重要な会計方針 
 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券  

① 時価のあるもの 
 

期末決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本
直入法により処理し､売却原価は移動平均法により算定） 

② 時価のないもの 移動平均法による原価法 

２．デリバティブの評価基準及び評価方法 

すべてヘッジ会計を適用しております。 

３．販売用不動産の評価基準及び評価方法 

個別法による原価法 

４．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 (建物) 定額法 

 (建物以外の有形固定資産) 定率法 

(2) 無形固定資産 (ソフトウェア) 定額法（自社利用可能期間 ５年又は10年）

 (施設利用権) 定額法 

(3) 投資その他の資産 (長期前払費用) 定額法 

５．繰延資産の処理方法 

新株発行費は、支出時に全額費用として処理しております。 

６．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

割賦売掛金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に、回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上しております。 

なお、「固定化営業債権」については、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認め

られる額を控除した残額を取立不能見込額として、債権額から直接減額しており、その金額は

9,077百万円であります。 

日本公認会計士協会より平成18年３月15日付で公表された「『貸金業の規制等に関する法律』のみ

なし弁済規定の適用に係る 高裁判決を踏まえた消費者金融会社等における監査上の留意事項につ

いて」を踏まえ、利息返還の発生に伴う債権充当相当額等に備えるため、当期末において、過去の

返還実績及び 近の返還状況を勘案し請求不能見込額を貸倒引当金に含めて計上することといたし

ました。 

なお、これに伴う繰入額9,000百万円は、特別損失として貸倒引当金繰入額に計上しております。 

 (2) 賞与引当金 

従業員の賞与に備えるため、支給見込額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。 

なお、会計基準変更時差異については、15年による按分額を費用処理しており、過去勤務債務につ

いては、従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法により費用処理してお

り、数理計算上の差異については、従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定

額法により、翌期から費用処理することとしております。 

当期より「『退職給付に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第３号 平成17年３月16日）

及び「『退職給付に係る会計基準』の一部改正に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第７号 

平成17年３月16日）を適用しております。これによる損益に与える影響はありません。 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員（執行役員を含む）に対する退職慰労金に備えるため、内規に基づく期末要支給額の100％相

当額を計上しております。 

－ 30 －                                    (個 別) 
 

 



７．収益の計上基準 

(1) 会員手数料 

部門別収益の計上は、原則として期日到来基準により次の方法によっております。 

総合あっせん ７･８分法及び残債方式 

個品あっせん ７･８分法 

信用保証 保証契約時に計上、残債方式及び均分法 

融資 主として残債方式 

(2) 加盟店手数料 

加盟店との立替払契約履行時に計上しております。 

８．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

９．ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

時価との評価差額を、資産又は負債として繰り延べる繰延ヘッジ処理を行っております。 

但し、金利スワップの特例処理の要件を満たすものについては、特例処理を採用しております。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段･････デリバティブ取引（金利スワップ取引及び金利オプション取引） 

ヘッジ対象･････借入金の金利（市場金利等の変動によりキャッシュ・フローが変動するもの） 

(3) ヘッジ方針 

将来の金利変動によるリスクを回避することを目的としてデリバティブ取引を行っております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段の指標金利と、ヘッジ対象の指標金利との変動幅について、相関性を求めることにより

行っております。 

(5) リスク管理体制 

デリバティブ取引については、取締役会にて決定された社内管理規程を設けており、同取引に関す

る取組方針、取扱基準、管理方法及び報告体制について定めております。 

デリバティブ取引の執行部署は財務部であり、取締役会にて承認された取引につき執行し、その執

行状況については、定期的に経営会議に報告を行う体制となっております。 

10．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

表示方法の変更 
 

従来、「その他」(流動資産) に含めて記載しておりました「優先受益権未収譲渡代金」は、金額が資産

の総額の100分の１を超えたため、当期より区分掲記しております。 

なお、「優先受益権未収譲渡代金｣ は、割賦売掛金の流動化に伴い譲渡した優先受益権の未収代金であ

ります。 

また、前期末における金額は、25,000百万円であります。 

 
注 記 事 項 

 
（貸借対照表関係） 
 
１．｢資産流動化受益債権｣ は、割賦売掛金を流動化したことに伴い保有する信託受益権等の債権であります。 
 
 ２．減価償却累計額 （前  期） （当  期） 

(1) 有形固定資産 20,319百万円 21,451百万円 

(2) 投資不動産 828百万円      － 
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  （前  期） （当  期） 

３．｢役員退職慰労引当金｣ に含まれる 

執行役員に対する退職慰労金に 

備えるもの 

51百万円 48百万円 

   
４．保証債務（従業員の金融機関からの 

住宅借入金に対する保証） 

10,921百万円 9,750百万円 

 
５．発行済株式数の増減    

新株発行（第１回無担保転換社債型新株予約権付社債に係る新株予約権の行使） 

(1) 普通株式 発行株式数 3,345千株  

―――  発行価格 288円60銭 

 資本組入額 145円  
    

(2) 普通株式 発行株式数 13,182千株  

―――  発行価格 265円50銭 

 資本組入額 133円  
    

(3) 普通株式 発行株式数 13,618千株  

―――  発行価格 257円00銭 

 資本組入額 129円  
    

(4) 普通株式 発行株式数 25,542千株  

―――  発行価格 234円90銭 

 資本組入額 118円  
    

(5) 普通株式 発行株式数 25,773千株  

―――  発行価格 232円80銭 

 資本組入額 117円  
    

新株発行（第三者割当） 

普通株式 発行株式数  86,210千株 
 発行価格  ――― 282円00銭 

 資本組入額  141円 

 
（損益計算書関係） 
 
１．事業収益の各部門収益には、割賦売掛金の流動化による収益が次のとおり含まれております。 

   （前  期） （当  期） 

 総合あっせん部門収益 1,589百万円 2,314百万円 

 個品あっせん部門収益 28,730百万円 

 融資部門収益 

 

103,938百万円 

22,678百万円 

106,773百万円 

 計  134,258百万円 131,766百万円 
 
２．特別利益のうち主なもの 

（当  期） 投資有価証券売却益 169百万円 
 

 投資有価証券割当益 354百万円 
 

（前  期） 投資有価証券売却益 417百万円 

 
３．特別損失のうち主なもの 

（当  期） 貸倒引当金繰入額 10,482百万円 

※関係会社に係るものが1,482百万円含まれております。 

 
（前  期） 貸倒引当金繰入額 40,269百万円 

 
 不動産整理損 13,216百万円 

 

（リース取引関係） 
 
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 
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（税効果会計関係） 
 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 

繰延税金資産   

貸倒引当金損金算入限度超過額  35,342百万円  

販売用不動産評価損等否認額  9,952百万円  

退職給付引当金損金算入限度超過額  3,217百万円  

繰越欠損金  113,353百万円  

その他  4,672百万円  

繰延税金資産小計  166,537百万円  

評価性引当額  △49,782百万円  

繰延税金資産合計  116,755百万円  

繰延税金負債     

繰延税金負債合計  △903百万円  

繰延税金資産の純額 115,852百万円  

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異

の原因となった主要な項目別の内訳 

 
法定実効税率 40.4％  

（調  整）    

評価性引当額  25.7％  

住民税均等割額  0.5％  

交際費等永久に損金に算入されない項目  1.4％  

その他  △1.1％  

税効果会計適用後の法人税等の負担率     66.9％  

 

（重要な後発事象） 
 
 平成18年４月25日開催の取締役会において、当社第一回Ｂ種優先株式の全部を買受けるため、当該優先株

主である株式会社みずほ銀行との間で、次のとおり譲渡契約書を締結することを決議いたしました。 

 

  買受けの内容 

 

（第１回取引） 対象株式    ： 第一回Ｂ種優先株式 30,000,000株 

取引実行日   ： 平成20年６月30日（予定） 

譲渡価格    ： 総額15,600,000,000円 

  

（第２回取引） 対象株式    ： 第一回Ｂ種優先株式 30,000,000株 

取引実行日   ： 平成21年６月30日（予定） 

譲渡価格    ： 総額15,600,000,000円 

 

 なお、上記取引の実行におきましては、各回取引を実行するために必要な株主総会において承認されるこ

とが条件となります。 
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取  扱  高 
 

（単位 百万円：未満切り捨て） 

(
前  期 

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日) (

当  期 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 ) 

期  別 

 

 

区  分 金  額 金  額 

総 合 あ っ せ ん 710,394  (707,256) 807,742  (  804,510) 

個 品 あ っ せ ん 662,566  (608,849) 541,600  (  505,318) 

信 用 保 証 854,265  (778,230) 1,088,690  (1,005,963) 

融 資 680,968  626,914  

そ の 他 65,370  82,522  

計 2,973,565  3,147,470  

（注）１．(  ) 内は、元本取扱高（クレジット対象額等）であります。 

２．平成19年３月期の予想取扱高 3,539,000百万円 

 

 

その他の営業計数 

 

期  別 
 

区  分 

前  期 

(平成17年３月31日) 

当  期 

(平成18年３月31日) 

クレジットカード有効会員数 10,515千人 10,627千人 

ローンカード有効会員数 1,535千人 1,528千人 

加盟店数 635千店 668千店 
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形態別営業資産残高 
 

（単位 百万円：未満切り捨て）

前  期 
(平成17年３月31日) 

当  期 
(平成18年３月31日) 

対前期増減 期  別
 

区    分 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 増減率 

％ ％  ％

カ ー ド 事 業 250,660 8.4 230,513 7.0 △20,146 △8.0

( 債 権 を 流 動 化 し た 残 高 ) (  330,507) (  388,233) (   57,726) (  17.5)

( 流 動 化 を 含 む 残 高 ) (  581,167) (  618,747) (   37,579) (   6.5)

 シ ョ ッ ピ ン グ 87,599 2.9 77,288 2.3 △10,311 △11.8

 (債権を流動化した残高) (   30,449) (   53,065) (   22,616) (  74.3)

 ( 流 動 化 を 含 む 残 高 ) (  118,049) (  130,354) (   12,304) (  10.4)

 融 資 163,060 5.5 153,225 4.7 △9,834 △6.0

 (債権を流動化した残高) (  300,057) (  335,167) (   35,109) (  11.7)

 ( 流 動 化 を 含 む 残 高 ) (  463,118) (  488,393) (   25,274) (   5.5)

ク レ ジ ッ ト 事 業 2,732,814 91.6 3,056,711 93.0 323,897 11.9

( 債 権 を 流 動 化 し た 残 高 ) (  820,107) (  711,361) (△108,745) (△13.3)

( 流 動 化 を 含 む 残 高 ) (3,552,922) (3,768,073) (  215,151) (   6.1)

 オ ー ト ロ ー ン 1,004,975 33.7 1,068,025 32.5 63,050 6.3

 (債権を流動化した残高) (  292,332) (  218,111) ( △74,220) (△25.4)

 ( 流 動 化 を 含 む 残 高 ) (1,297,307) (1,286,137) ( △11,170) ( △0.9)

 シ ョ ッ ピ ン グ 464,617 15.6 484,686 14.7 20,068 4.3

 (債権を流動化した残高) (  284,371) (  265,673) ( △18,698) ( △6.6)

 ( 流 動 化 を 含 む 残 高 ) (  748,989) (  750,359) (   1,369) (   0.2)

 融 資 1,263,222 42.3 1,503,999 45.8 240,777 19.1

 (債権を流動化した残高) (  243,403) (  227,577) ( △15,825) ( △6.5)

 ( 流 動 化 を 含 む 残 高 ) (1,506,625) (1,731,577) (  224,951) (  14.9)

  一般個人ローン 182,754 6.1 194,717 5.9 11,962 6.5

  (債権を流動化した残高) (  194,097) (  183,873) ( △10,224) ( △5.3)

  (流動化を含む残高) (  376,852) (  378,590) (   1,738) (   0.5)

  銀行ローン保証 698,479 23.4 966,528 29.4 268,048 38.4

  住 宅 ロ ー ン 381,988 12.8 342,754 10.5 △39,234 △10.3

  (債権を流動化した残高) (   49,305) (   43,703) (  △5,601) (△11.4)

  (流動化を含む残高) (  431,293) (  386,457) ( △44,835) (△10.4)

合  計 2,983,474 100.0 3,287,225 100.0 303,750 10.2

( 債 権 を 流 動 化 し た 残 高 ) (1,150,614) (1,099,594) ( △51,019) ( △4.4)

( 流 動 化 を 含 む 残 高 ) (4,134,089) (4,386,820) ( 252,731) (   6.1)

（注）１．部門別営業資産残高 

  （前  期） （当  期） 

 総合あっせん部門 87,599百万円 77,288百万円

 個品あっせん部門 475,180百万円 410,261百万円

 信用保証部門 2,006,390百万円 2,388,229百万円

 融資部門 414,304百万円 411,446百万円

 計 2,983,474百万円 3,287,225百万円

２．平成19年３月期末の予想営業資産残高 

3,446,000百万円
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役   員   の   異   動 
（平成 18 年 6 月 29 日付） 

 
 

１．取締役の異動 

取締役副社長兼副社長執行役員 西 田 宜 正 [ 現 取締役兼専務執行役員 営業本部長兼営業本部
市場開発ｸﾞﾙｰﾌﾟ担当 

]

 

新任取締役候補 

取締役兼専務執行役員 長 嶋  真一郎 [ 現 専務執行役員 経営企画ｸﾞﾙｰﾌﾟ担当
兼人事ｸﾞﾙｰﾌﾟ担当 

] 

取締役兼執行役員 新 井 春 樹 [ 現 執行役員 
ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽｸﾞﾙｰﾌﾟ副担当
兼ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ副委員長 

] 

 

取締役兼執行役員         鶴 田 政 信 [ 現 執行役員 営業本部営業本部統括室長 ] 

 

退任予定取締役 

現 取締役              土 岸  耕 治  

 

 

２．監査役の異動 

新任監査役候補 

   監査役(非常勤) (社外監査役)                         塩 見 崇 夫  [ 現 伊藤忠商事株式会社常務執行役員 ] 

 

 

３．執行役員の異動 

新任予定執行役員   

   執行役員              田 中 正 俊 ［ 現 営業本部管理ｸﾞﾙｰﾌﾟ管理統括部長 ］ 

 

執行役員             平 川 昌 則 ［ 現 関西ｴﾘｱ統括兼大阪支店長 ］ 

 

執行役員             小 川 恭 平 ［ 現 営業本部営業推進ｸﾞﾙｰﾌﾟ営業企画部長 ］ 

 

   執行役員             広 渡 公 治 ［ 現 事務ｼｽﾃﾑｸﾞﾙｰﾌﾟｼｽﾃﾑ企画部長 ］ 

 

執行役員             吉 元 利 行 ［ 現 ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽｸﾞﾙｰﾌﾟ法務部長 ］ 

 

  退任予定執行役員 

   現 執行役員           清  水 雅 雄 ［ 現 経理ｸﾞﾙｰﾌﾟ担当 ］ 

 

  その他の異動 

   取締役兼常務執行役員       宇佐美 正 紀 ［ 現 取締役兼執行役員 ］ 

 

常務執行役員            平 賀 愼 二 ［ 現 執行役員 ］ 

 

常務執行役員            東   拓 至 ［ 現 執行役員 ］ 

                                     以 上 
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